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平成23年11月14日（月）

平成23年度第6回

河川整備委員会

資料１－１

淀川水系寝屋川流域の

当面の治水目標の設定等について



2

１．当面の治水目標を1/30確率降雨対策（ケース（1））とした場合の残りの洪水リスク
〈交通〉
① 道路交通（アンダーパスを含む）への影響
①‘道路交通（アンダーパス）への影響
② 地下鉄への影響
〈防災〉
③ 救急活動（災害拠点病院等）への影響
④ 救急活動（消防署）への影響
〈経済活動〉

⑤ 企業活動（事業所）への影響
２．各治水手法（内水対策）の実現性
① 流域調節池の実現性
② 寝屋川南部地下河川の実現性
③ 寝屋川北部地下河川の実現性

・当面の治水目標及び治水手法については、1/30確率降雨を目標とし、事務局提案
の治水手法が事業効率の観点から適切
・1/30確率降雨対策達成後に残る洪水リスクや、各治水手法の実現性に 関する資料
等を示すこと

第5回（前回）河川整備委員会における審議結果

第6回（今回）河川整備委員会における報告内容
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１．当面の治水目標を1/30確率降雨対策（ケース（1））とした場合の残りの洪水リスク
1/30確率降雨（八尾引き縮め型） 八尾実績降雨

危険度Ⅰ 危険度Ⅱ 危険度Ⅲ

2,850.70ha

被害なし 被害なし356,028人

497,202百万円

危険度Ⅰ 危険度Ⅱ 危険度Ⅲ

5,478.1ha 166.39ha

被害なし689,276人 21,825人

941,180百万円 105,580百万円

※最大浸水深 1.64ｍ
その他の浸水深は1ｍ未満
※最大流体力 0.196ｍ3/ｓ2

浸水面積 ・・・・・・

被害人口 ・・・・・・

被害額 ・・・・・・・・
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①道路交通（アンダーパスを含む）への影響

1/30確率降雨対策（ケース（1））後の八尾実績降雨に
おける主要幹線道路H=0.30ｍ以上の浸水箇所図

・高速道路出入口付近に自動車の交通に支障となる
浸水深H=0.3ｍ未満であり、高速道路の利用は可能
・国道および主要地方道では浸水深H=0.3ｍ以上の
箇所もみられるが、適切な迂回路を設けることで、
ある程度の対応は可能

・自動車の移動が危険となるH=0.3ｍ以上の湛水箇所が
流域内に点在する

（重点14路線）

※広域緊急交通路（重点14路線）とは、大阪府地域防災計画（平成21年）に
定められた緊急時の輸送路をいう。

（広域緊急
交通路）
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①‘道路交通（アンダーパス）への影響 ※交通量の多い国道1号アンダーパスを事例として考察

6時間

0.41ｍ

国道１号（京阪ガード下）
アンダーパス部の浸水
継続時間

・アンダーパス周辺道路の浸水深はH=0.2ｍ未満であり、
適切な迂回路を設けることで、ある程度の対応は可能

・浸水深はH=0.41ｍ
・自動車の移動が危険となるH=0.3ｍ以上の湛水時間は
約6時間

1/30確率降雨対策（ケース（1））後の八尾実績降雨
による浸水状況図

迂
回
ル
ー
ト

迂
回
ル
ー
ト

0.3
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②地下鉄への影響

1/30確率降雨対策（ケース（1））後の八尾実績降雨
による浸水状況図

・地下鉄出入口にはH=0.5ｍ程度の防水パネル
を設置し、出入口へ流れ込む可能性は低い

・地下鉄入口周辺の浸水深は最大でH=0.42ｍ

最大
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③救急活動（災害拠点病院等）への影響

・災害拠点病院等が浸水により機能を損なう可能
性は低い

・災害拠点病院等の浸水深はH=0.1ｍ未満

1/30確率降雨対策（ケース（1））後の八尾実績降雨
による浸水状況図

※災害拠点病院（地域災害医療センター）、特定診療災害医療センター
および市町村災害医療センターとは、大阪府地域防災計画（平成21年）に
定められた 「災害時における初期救急医療体制の充実強化を図るため
の医療機関」をいう。
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④救急活動（消防署）への影響

・浸水深H=0.3ｍ以上の2カ所の消防署周辺には複数
の他管轄域の消防署があり、緊急時における消防
署間の連携体制は構築されており対応可能

・ほとんどの消防署の浸水深はH=0.3ｍ未満
ただし、2カ所の消防署でH=0.3m以上の浸水がある
・消防本部の浸水深はH=0.1ｍ未満

1/30確率降雨対策（ケース（1））後の八尾実績降雨
による浸水状況図

四条畷市消防本部

守口市門真市消防組合消防本部

大東市消防本部

八尾市消防本部

東大阪市消防局

浸水深H=0.77ｍ

2km

2km

浸水深30cm以上

浸水深H=0.50ｍ
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⑤企業活動（事業所）への影響

・現況と比較して1/30確率降雨対策を実施することで
浸水箇所数を大幅に軽減することができるが、浸水
による一時的な操業停止や交通不良による事業所
への影響は残る

1/30確率降雨対策（ケース（1））後と現況における
浸水事業箇所数の比較
※事業所数は、平成18年企業統計調査から面積按分で算出1/30確率降雨対策（ケース（1））後の八尾実績降雨

による浸水状況図

・洪水リスク図の開示により、各事業所に対して対策
の検討・準備を働きかけていく

浸
水
事
業
所
戸
数
（
戸
）

浸水深（m）
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当面の治水目標を1/30確率降雨対策とした場合の残りの洪水リスク まとめ

① 道路交通（アンダーパス含む）への影響
⇒ 高速道路の利用は可能
適切な迂回路をもうけることで、ある程度の対応は可能

② 地下鉄への影響
⇒ 地下鉄出入口へ洪水が流れ込む可能性は低い

③ 救急活動（災害拠点病院等）への影響
⇒ 病院機能を損なう可能性は低い
道路交通の確保も可能

④救急活動（消防署）への影響
⇒ 緊急時における消防署間の連携体制が構築されており対応可能
道路交通の確保も可能

⑤企業活動（事業所）への影響

⇒ 洪水リスク図の開示により、各事業所に対して対策の検討・準備を働きかけていく

都市機能、府民生活を甚大な影響を与えるような致命的なリスクが存在する可能性は低い
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5,000㎥未満

5,000㎥以上～10,000㎥未満

10,000㎥以上～20,000㎥未満

20,000㎥以上

凡例（流域調節池必要量）

ケース（１）（内水対策）
流域全体必要量 Ｖ＝３５．９万㎥

①流域調節池の実現性
1/30確率降雨対策における集水区別必要量とその候補地

【候補地の目安】
地下貯留形式

5,000㎡以上の公園、緑地
シールド形式

1,000㎡以上の立坑設置
可能な道路

寝屋川北部地下河川

寝屋川南部地下河川

中
央
環
状
線

国道308号

２．各治水手法（内水対策）の実現性

必 要 量 43,100㎥（8,100㎡）
候補地容量 110,800㎥（20,900㎡）

必 要 量 44,500㎥（8,400㎡）
候補地容量 78,000㎥（14,700㎡）

必 要 量 32,800㎥（6,200㎡）
候補地容量 110,200㎥（20,800㎡）

必 要 量 20,900㎥（3,950㎡）
候補地容量 69,700㎥（13,150㎡）

必 要 量 27,600㎥（5,200㎡）
候補地容量 152,000㎥（28,680㎡）

必 要 量 40,000㎥（7,550㎡）
候補地容量 54,000㎥（10,200㎡）

必 要 量 25,100㎥（4,750㎡）
候補地容量 200,000㎥（37,700㎡）
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②地下河川（寝屋川南部地下河川）の実現性

○都市計画道路は早期に事業着手予定
○排水機場用地については取得済み

整 備 済 ( L = 1 1 . 2 k m )整 備 区 間 ( L = 2 . 2 k m )

供 用 中 供 用 中供 用 中 供 用 中
供 用 中

整備区間（L=2.2㎞）
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③地下河川（寝屋川北部地下河川）の実現性

○都市計画道路事業の着手が遅れた場合、大深度地下使用案の検討を開始
○排水機場用地については一部取得済み

大深度地下使用案検討区間（L=4.6㎞）

地表面より約40m地表面より約60m

－60


